
令 和 ７ 年 度 厚 沢 部 町 農 業 集 落 排 水 事 業 会 計 予 算



議案第６号

　（総則）

第１条　令和７年度厚沢部町農業集落排水事業会計予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　（１）　排水戸数 戸

　（２）　年間総排水量 ㎥

　（３）　一日平均排水量 ㎥

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款　農業集落排水事業収益

第１項　営業収益

第２項　営業外収益

第１款　農業集落排水事業費用

第１項　営業費用

第２項　営業外費用

令和７年度厚沢部町農業集落排水事業会計予算

（支　出）

840 

165,311 

453 

255,698 千円

30,334 千円

225,364 千円

　（収　入）

234,155 千円

6,543 千円

240,698 千円
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

第１款　　資本的収入

第１項　企業債

第２項　他会計出資金

第３項　補助金

第４項　負担金

第１款　資本的支出

第１項　建設改良費

第２項　企業債償還金

45,990 千円

 （資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 20,000千円は引継金 8,001千円（法適用に伴い廃止した農業集落排水事業債償還基金

　 見合い額を企業債元金に充てたものである。）、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額1,247千円及び過年度損益勘定留保

　 資金10,752千円で補填するものとする。） 

（収　入）

（支　出）

22,658 千円

43,332 千円

2,400 千円

34,648 千円

6,000 千円

65,990 千円

2,942 千円



　（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおり定める。

（単位：千円）

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は 100,000 千円と定める。

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　（１）　第８条に定める経費以外の同一款内の間の流用

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

　（１）　職員給与費

　する場合は、議会の議決を経なければならない。

起　債　の　目　的 限度額 起債の方法 利　　率 償　還　の　方　法

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

公営企業会計運用支援事業費充当 2,400
証書借入

又は
証券発行

　政府資金及び地方公共団体金融機構資金
については、その貸付条件による。
　その他の資金については貸付先と協議し
て定める。
　ただし、融通条件又は財政の都合により
繰上償還又は低利債に借換えすることがで
き、借入は貸付先の貸付条件による。
　なお、起債の全部又は一部を翌年度へ繰
り越して借入れることができる。

（ただし、利率見直
し方式で借り入れる
政府資金及び地方公
共団体金融機構資金
について、利率の見
直しを行った後にお
いては、当該見直し
後の利率）

9,226 千円

2.0％以内
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　（他会計からの補助金）

第９条　一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、109,796千円である。

令和 ７ 年 ３ 月 ４ 日　提出

　　　厚沢部町長　　佐　藤　正　秀



【重要な会計方針】

１　会計基準

　　地方公営企業会計基準を適用して財務諸表等を作成している。

２　消費税等の会計処理

　  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

３　資産の評価基準及び評価方法

    貯蔵品　総平均法による原価法によっている。

４　固定資産の減価償却の方法

  （１）　有形固定資産

         減価償却の方法

建物 定額法による。

その他 定額法による。

         主な耐用年数

建物 38年

構築物 10～50年

機械及び装置 15年

車両及び運搬具 5～6年

工具器具及び備品 5～15年

 　（２）　無形固定資産

   減価償却の方法 定額法による。

会計に関する書類における注記
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５　引当金の計上方法

　（１）　退職給付引当金

　（２）　賞与引当金及び法定福利費引当金

　    ・職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに係る法定福利費の支払いに備えるため、当年度末における支給（支払）見込額

　 　 に基づき、当年度のふたんに属する額(12月から３月までの４か月分）を計上している。

【予定貸借対照表等】

  １　企業債の償還に係る他会計の負担

【その他】

　（１）賞与引当金

 　   ・北海道市町村職員退職手当組合に拠出している積立金に前年度末において不足が生じた場合、当該不足額の全額を

      一般会計が負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

    貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む）のうち、

  他会計が負担すると見込まれる額は 188,867,395円である。

　１　引当金の取崩し

　　令和７年度において、期末手当及び勤勉手当として 1,198,000円を支給するため、賞与引当金 610,000円を取り崩す。

　（２）法定福利費引当金

    令和７年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として 181,000円を支出するため、法定福利費引当金

   181,000円を取り崩す。



（収入） （単位：千円）

予定額 備　　考

1 農 業 集 落 排 水 255,698 

事 業 収 益
1 営 業 収 益 30,334 

1 農 業 集 落 排 水 使 用 料 30,309 農業集落排水使用料

2 そ の 他 営 業 収 益 25 手数料

2 営 業 外 収 益 225,364 

1 受 取 利 息 及 び 配 当 金 62 利息による配当金

2 他 会 計 補 助 金 109,796 一般会計からの補助金（予算第９条）

3 長 期 前 受 金 戻 入 115,506 長期前受金の収益化

令和７年度厚沢部町農業集落排水事業会計予算実施計画

収益的収入及び支出

款 項 目
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（支出） （単位：千円）

予定額 備　　考

1 農 業 集 落 排 水 240,698 

事 業 費 用
1 営 業 費 用 234,155 

1 処 理 場 費 66,935 処理場の維持管理に要する費用

2 総 係 費 19,652 

3 減 価 償 却 費 147,568 

2 営 業 外 費 用 6,543 

1
支 払 利 息 及 び 企 業 債
取 扱 諸 費

4,143 企業債償還利息

2 消費税及び地方消費税 2,400 令和７年度消費税申告納付金

款 項 目

業務の全般に関する費用

固定資産減価償却費



（収入） （単位：千円）

予定額 備　　考

1 資 本 的 収 入 45,990 

1 企 業 債 2,400 

1 そ の 他 企 業 債 2,400 公営企業会計運用支援事業費の財源に充てる企業債

2 他 会 計 出 資 金 34,648 

1 他 会 計 出 資 金 34,648 建設費等に対する出資金

3 補 助 金 6,000 

1 国 庫 補 助 金 6,000 農業集落排水事業費補助金

4 負 担 金 2,942 

1 工 事 負 担 金 2,942 工事負担金

（支出） （単位：千円）

予定額 備　　考

1 資 本 的 支 出 65,990 

1 建 設 改 良 費 22,658 

1 管 路 施 設 整 備 費 11,372 管路施設の整備に要する費用

2 そ の 他 建 設 改 良 費 11,286 上記以外の工事に要する費用

2 企 業 債 償 還 金 43,332 

1 建設改良等企業債償還金 43,112 建設改良等事業に係る企業債元金償還金

2 そ の 他 企 業 債 償 還 金 220 公営企業会計運用支援事業に係る企業債元金償還金

資本的収入及び支出

款 項 目

款 項 目
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（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 15,765,000

減価償却費 147,568,000

賞与引当金の増減額 △10,000

法定福利費引当金の増減額 △60,000

長期前受金戻入額 △115,506,000

受取利息及び受取配当金 △62,000

支払利息 4,143,000

未払金の増減額 388,000

小計 52,226,000

利息及び配当金の受取額 62,000

利息の支払額 △4,143,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 48,145,000

令和７年度厚沢部町農業集落排水事業会計予定キャッシュ・フロー計画書（間接法）

（令和 7 年 4 月 1 日から令和 8 年 3 月 31 日まで）



２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △20,599,000

負担金による収入 2,675,000

国庫補助金等による収入 5,455,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △12,469,000

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △43,112,000

その他の企業債による収入 2,400,000

その他の企業債の償還による支出 △220,000

他会計からの出資による収入 34,648,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,284,000

資金増加額（又は減少額） 29,392,000

資金期首残高 130,000,000

資金期末残高 159,392,000
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１　総括

(注）期末、勤勉手当には、翌年度6月期末、勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額600千円が含まれる。本年度の法定福
利費には、翌年度6月期末、勤勉手当に係る法定福利費のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額121千円が含まれる。

比　 較 240 △410

3,249

前年度 240

本年度 480

3,659

区　 分 児童手当 合計

比　 較 4 △24 0 △307 △336 13

1,329

勤勉手当 寒冷地手当

本年度 311 474 60 1,022 776 126

区　 分 管理職手当 時間外手当 扶養手当 住居手当

1,112 113

△168 △533

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員 0 45

手当の内訳

△168 △533

（単位：千円）

合　　　　　計 0 45 △410 △365

通勤手当 期末手当

前年度 307 498 60

前
年
度

損益勘定支弁職員 1 4,212

比
　
較

3,659 7,871

△410 △365

合　　　　　計 1 4,212 3,659

資本勘定支弁職員

7,871 1,888 9,759

1,888 9,759

3,249 7,506 1,720 9,226

1,720 9,226本
年
度

損益勘定支弁職員 1 4,257 3,249 7,506

合　　　　　計 1 4,257

資本勘定支弁職員

給 与 費 明 細 書

（単位：千円）

区 分
職 員 数 給 与 費

法   定
福利費

合　　計特別職
（人）

一般職
（人）

報　酬 給　料 手　当 計



　(1) 会計年度任用職員以外の職員

△410

(注）期末、勤勉手当には、翌年度6月期末、勤勉手当のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額600千円が含まれる。本年度の法定福
利費には、翌年度6月期末、勤勉手当に係る法定福利費のうち本年度発生額である賞与引当金繰入額121千円が含まれる。

3,659

比　 較 240

前年度 240

本年度 480 3,249

△24 0 △307 △336 13

区　 分 児童手当 合計

126

前年度 307 498 60 1,329 1,112 113

本年度 311 474 60 1,022 776

通勤手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当

45 △365

（単位：千円）

△168 △533△410

区　 分 管理職手当 時間外手当 扶養手当

比
　
較

損益勘定支弁職員 0

合　　　　　計 0

手当の内訳

資本勘定支弁職員

45

住居手当

比　 較 4

△410 △365 △168 △533

3,659 7,871 1,888 9,759

3,659 7,871 1,888 9,759

資本勘定支弁職員
前
年
度

損益勘定支弁職員 1 4,212

本
年
度

損益勘定支弁職員 1

合　　　　　計 1 4,212

4,257

合　　　　　計 1 4,257 3,249

資本勘定支弁職員

7,506 1,720 9,226

3,249 7,506 1,720 9,226

報　酬 給　料 手　当 計

（単位：千円）

区 分
職 員 数 給 与 費

法   定
福利費

合　　計特別職
（人）

一般職
（人）
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２　給料及び手当の増減額の明細

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

　(1) 会計年度任用職員以外の職員

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

制度改正に伴う増減分

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他の増減分

区分
増減額

（千円）
増減事由別内訳

（千円）
説 明 備 考

給料 45

45

手当 △410

307

手当の内訳は上記参照

17

△734

307

手当の内訳は上記参照

17

△734

給料 45

45

手当 △410

区分
増減額

（千円）
増減事由別内訳

（千円）
説 明 備 考



３　給料及び職員手当の状況
(1) 職員１名当たりの給与

(2) 初任給

(3) 級別職員数

令和6年4月1日現在

6 級

5 級

3 級 1 100.0 

計 1 

4 級

計 1 100.0 

100.0 

2 級

1 級

4 級

3 級 1 100.0 

区 分
一般行政職（一）

級 職員数（人） 構成比（％）

令和7年4月1日現在

6 級

5 級

2 級

1 級

高校卒 188,000 188,000 

大学卒 220,000 220,000 

平 均 年 齢 (歳) 54.5 

（単位：円）

区　 分 一般行政職（一）
一般会計の制度

一般行政職（一）

平 均 給 料 月 額 (円) 351,000 

令和6年4月1日現在 平 均 給 与 月 額 (円) 443,083 

令和7年4月1日現在 平 均 給 与 月 額 (円) 465,167 

平 均 年 齢 (歳) 55.5 

区 分 一般行政職（一）

平 均 給 料 月 額 (円) 354,750 
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（級別の標準的な職務内容）

(4) 昇給

２ 級 １ 級

比率(Ｂ)/(Ａ)（%) 100.0 100.0

前
年
度

職員数（A）（人） 1 1

昇給に係る職員数（Ｂ）　(人） 1 1

号級数内訳
6号給(人）

2号給(人）

8号給(人）

8号給(人）

4号給(人） 1 1

一般行政職（一） 課 長
課長・参事
課 長 補 佐
次 長

主事・技師

区分 合計 事務・技術職 備考

係 長 ・ 主 査
主 任

課 長 補 佐
次 長 ・ 主 幹
係 長

主事・技師

区 分 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級

本
年
度

職員数（A）（人） 1 1

昇給に係る職員数（Ｂ）　(人） 1 1

比率(Ｂ)/(Ａ)（%) 100.0 100.0

号級数内訳

2号給(人）

4号給(人） 1 1

6号給(人）



(5) 期末手当・勤勉手当

※（　）内は再任用職員の支給率

(6) 定年退職及び応募認定に係る職員手当

(7) その他の手当

扶 養 手 当 同じ －

住 居 手 当 同じ －

通 勤 手 当 同じ －

国 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

・定年前早期退職特
例措置
（2～45％加算）
・職務の級に応じた
調整額

区 分 一般会計の制度との差異 差異の内容

備　  考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 －

一般会計の制度
（ 支 給 率 等 ）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 －

一般会計の制度 2.30（1.200） 2.30（1.200） 4.60(2.40) 有

区 分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

そ の 他 の 加 算
措 置 等

本 年 度 2.30（1.200） 2.30（1.200） 4.60(2.40) 有

前 年 度 2.25（1.175） 2.25（1.175） 4.50(2.35) 有

区 分
支給期別支給率 支給率計

（月分）
職制上の段階、職務の級
等 に よ る 加 算 措 置6 月（月分） 12 月（月分）

集排会計　－17－
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【資産の部】 （単位：円）

１　固定資産

⑴有形固定資産

イ　土地 28,260,363

ロ　建物 440,206,014

  減価償却累計額 △63,104,000 377,102,014

ハ　構築物 2,278,265,560

  減価償却累計額 △235,398,000 2,042,867,560

ニ　機械及び装置 45,961,115

  減価償却累計額 △6,263,000 39,698,115

ホ　建設仮勘定

ヘ　その他有形固定資産 10,260,000

  減価償却累計額 0 10,260,000

有形固定資産合計 2,498,188,052

⑵無形固定資産 0

イ　電話加入権 0

無形固定資産合計 0

⑶投資その他の資産

イ　長期貸付金 0

ロ　その他 0

投資その他の資産合計 0

固定資産合計 2,498,188,052

（令和 8 年 3 月 31 日）

令和７年度厚沢部町農業集落排水事業会計予定貸借対照表



２　流動資産

⑴現金預金 159,392,000

⑵未収金 0 0

貸倒引当金 0 0

⑶貯蔵品 0

⑷仮払消費税 0

⑸消費税還付未収金 0

流動資産合計 159,392,000

資産合計 2,657,580,052

【負債の部】 （単位：円）

３　固定負債

⑴企業債

イ 建設改良等企業債 185,127,395

ロ その他企業債 3,740,000

企業債合計 188,867,395

固定負債合計 188,867,395

４　流動負債

⑴企業債

イ 建設改良等企業債 39,100,231

ロ その他企業債 440,000

企業債合計 39,540,231

⑵未払金 664,364

⑶引当金

賞与引当金 600,000

法定福利費引当金 121,000

引当金合計 721,000

流動負債合計 40,925,595

集排会計－19－
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５　繰延収益

⑴長期前受金 2,183,616,629

⑵長期前受金収益化累計額 △238,550,000

 補助金等

一般会計繰入金

繰延収益合計 1,945,066,629

負債合計 2,174,859,616

【資本の部】 （単位：円）

６　資本金 360,228,899

７　剰余金

⑴資本剰余金

イ　受贈財産評価額 0

⑵利益剰余金

イ　減債基金積立金 85,258,534

ロ　建設改良積立金

ハ　利益積立金

ニ　当年度未処分利益剰余金 37,233,000 0

利益剰余金合計 122,491,534

剰余金合計 122,491,534

資本合計 482,720,433

負債資本合計 2,657,580,052



【資産の部】 （単位：円）

１　固定資産

⑴有形固定資産

イ　土地 28,260,363

ロ　建物 440,206,014

  減価償却累計額 △31,552,000 408,654,014

ハ　構築物 2,267,926,560

  減価償却累計額 △122,514,000 2,145,412,560

ニ　機械及び装置 45,961,115

  減価償却累計額 △3,131,000 42,830,115

ホ　建設仮勘定

ヘ　その他有形固定資産 0

  減価償却累計額 0 0

有形固定資産合計 2,625,157,052

⑵無形固定資産 0

イ　電話加入権 0

無形固定資産合計 0

⑶投資その他の資産

イ　長期貸付金 0

ロ　その他 0

投資その他の資産合計 0

固定資産合計 2,625,157,052

令和６年度厚沢部町農業集落排水事業会計予定貸借対照表
（令和 7 年 3 月 31 日）

集排会計－21－
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２　流動資産

⑴現金預金 130,000,000

⑵未収金 0 0

貸倒引当金 0 0

⑶貯蔵品 0

⑷仮払消費税 0

⑸消費税還付未収金 0

流動資産合計 130,000,000

資産合計 2,755,157,052

【負債の部】 （単位：円）

３　固定負債

⑴企業債

イ 建設改良等企業債 269,739,492

ロ その他企業債 0

企業債合計 269,739,492

固定負債合計 269,739,492

４　流動負債

⑴企業債

イ 建設改良等企業債 44,157,000

ロ その他企業債 0

企業債合計 44,157,000

⑵未払金 276,364

⑶引当金

賞与引当金 610,000

法定福利費引当金 181,000

引当金合計 791,000

流動負債合計 45,224,364



５　繰延収益

⑴長期前受金 2,175,486,629

⑵長期前受金収益化累計額 △123,044,000

 補助金等

一般会計繰入金

繰延収益合計 2,052,442,629

負債合計 2,367,406,485

【資本の部】 （単位：円）

６　資本金 281,024,033

７　剰余金

⑴資本剰余金

イ　受贈財産評価額 0

⑵利益剰余金

イ　減債基金積立金 85,258,534

ロ　建設改良積立金 0

ハ　利益積立金 0

ニ　当年度未処分利益剰余金 21,468,000 0

利益剰余金合計 106,726,534

剰余金合計 106,726,534

資本合計 387,750,567

負債資本合計 2,755,157,052

集排会計－23－
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（単位：円）

1．営業収益

（1）下水道使用料 27,161,000

（2）その他営業収益 23,000 27,184,000

2．営業費用

（1）管きょ費 0

（2）処理場費 58,487,000

（3）総係費 13,739,000

（4）減価償却費 157,197,000 229,423,000

営業損失 202,239,000

3．営業外収益

（1）受取利息及び配当金 12,000

（2）他会計補助金 107,578,000

（3）長期前受金戻入 123,044,000 230,634,000

令和６年度厚沢部町農業集落排水事業会計予定損益計算書
（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）



4．営業外費用

（1）支払利息 4,787,000 4,787,000 225,847,000

（2）消費税及び地方消費税 614,000 5,401,000 225,233,000

経常利益 22,994,000

5．特別利益

（1）その他特別利益 0 0

6．特別損失

（1）その他特別損失 1,526,000 1,526,000 △1,526,000

当年度純利益 21,468,000

前年度繰越利益剰余金 0

その他未処分利益剰余金変動額 0

当年度未処分利益剰余金 21,468,000

集排会計－25－
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（収益的収入）

金　　額

1
農 業 集 落 排 水
事 業 収 益

255,698 263,020 △7,322 

1 営 業 収 益 30,334 29,902 432 

1
農 業 集 落
排 水 使 用 料

30,309 29,877 432 

1
農 業 集 落
排 水 使 用 料

30,309 農業集落排水使用料 30,309 

2 その他営業 収益 25 25 0 

1 手 数 料 25 排水設備工事設計審査手数料 10 

排水設備工事検査手数料 15 

2 営 業 外 収 益 225,364 233,118 △7,754 

受 取 利 息 及 び 62 1 61 

配 当 金 1 預 金 利 息 62 預金利息 62 

2 他 会 計 補 助 金 109,796 110,073 △277 

1 他会計補助金 109,796 企業債償還利息分 4,143 

運営費分 105,653 

3
長 期 前 受 金
戻 入

115,506 123,044 △7,538 

1
長 期 前 受 金
戻 入

115,506 国庫補助金 2,396 

道補助金 76,227 

他会計補助金 36,855 

工事負担金 28 

1

令和７年度厚沢部町農業集落排水事業会計予算明細書

（単位：千円）

節

区　　　　　分
款　　項 目

本年度
予算額

前年度
予算額

比　　較 説　　　　　　　明



（収益的支出）

金　　額

1
農業集落 排水
事 業 費 用

240,698 245,507 △4,809 

1 営 業 費 用 234,155 238,696 △4,541 

1 処 理 場 費 66,935 67,033 △98 

11 備 消 品 費 1,760 処理施設用備消品費 1,760 

12 燃 料 費 204 燃料費 204 

13 光 熱 水 費 388 水道料 388 

15 通 信 運 搬 費 1,235 通信運搬費 1,235 

17 委 託 料 34,152 排水施設管理業務委託

自家用電気保安業務委託

消防用設備等点検業務委託

計 34,152 

18 手 数 料 5,978 浄化槽検査手数料 186 

汚泥引抜運搬手数料 5,792 

21 修 繕 費 7,250 処理施設用修繕費 7,250 

25 動 力 費 13,800 電気料 13,800 

26 薬 品 費 1,642 処理施設用薬品費 1,642 

37 保 険 料 526 火災保険料 526 

（単位：千円）

節

区　　　　分
款　　項 目

本年度
予算額

前年度
予算額

比　　較 説　　　　　　　明

集排会計　－27－
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（収益的支出）

金　　額

（単位：千円）

節

区　　　　分
款　　項 目

本年度
予算額

前年度
予算額

比　　較 説　　　　　　　明

2 総 係 費 19,652 14,312 5,340 

2 給 料 4,257 給料（１人） 4,257 

3 手 当 2,649 扶養手当 474 

住居手当 60 

時間外勤務手当 311 

期末手当 681 

勤勉手当 517 

児童手当 480 

寒冷地手当 126 

4
賞 与 引 当 金
繰 入 額

600 賞与引当金繰入額 600 

5 法 定 福 利 費 1,599 職員共済組合負担金 1,296 

公務災害補償組合負担金 12 

職員福祉協会負担金 3 

職員退職手当組合負担金 288 

6
法 定 福 利 費
引当金繰入額

121 法定福利費引当金繰入額 121 

8 旅 費 150 普通旅費 150 

11 備 消 品 費 273 各種備消品代 273 

12 燃 料 費 121 ガソリン代 121 

15 通 信 運 搬 費 337 通話料 241 

郵便料 96 

17 委 託 料 7,480 公営企業会計運用支援業務委託

公営企業経営戦略改定業務委託

計 7,480 



（収益的支出）

金　　額

（単位：千円）

節

区　　　　分
款　　項 目

本年度
予算額

前年度
予算額

比　　較 説　　　　　　　明

18 手 数 料 309 口座振替手数料 206 

振込手数料 99 

リサイクル手数料 4 

19 賃 借 料 1,687 公営企業会計システム使用料 1,320 

パソコン借上料 129 

自動車借上料 238 

34 負 担 金 41 農業集落排水協会負担金 20 

合併浄化槽普及促進協議会負担金 13 

全国町村下水道推進協議会北海道支
部年会費

8 

37 保 険 料 28 自動車共済保険料 28 

3 減 価 償 却 費 147,568 157,197 △9,629 

1
有形固定資産
減 価 償 却 費

147,568 建物減価償却費 31,552 

構築物減価償却費 112,884 

機械及び装置減価償却費 3,132 

2 営 業 外 費 用 6,543 5,201 1,342 

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

4,143 4,787 △644 

1 企 業 債 利 息 4,140 農業集落排水事業債償還利息 4,140 

3
一 時 借 入 金
利 息

3 一時借入金利息 3 

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

2,400 414 1,986 

1
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

2,400 令和７年度消費税申告納付分 2,400 

集排会計　－29－
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（資本的収入）

金　額

1 資 本 的 収 入 45,990 44,354 1,636 

1 企 業 債 2,400 2,400 0 

1 そ の 他 企 業 債 2,400 2,400 0 

1 その他企業債 2,400 公営企業会計運用支援事業費充当 2,400 

2 他 会 計 34,648 24,573 10,075 

出 資 金 1 他 会 計 出 資 金 34,648 24,573 10,075 

1 他会計出資金 34,648 企業債元金償還分 20,933 

建設費等分 13,715 

3 補 助 金 6,000 13,926 △7,926 

1 国 庫 補 助 金 6,000 13,926 △7,926 

1 国 庫 補 助 金 6,000 農業集落排水事業費補助金 6,000 

4 負 担 金 2,942 3,455 △513 

1 工 事 負 担 金 2,942 3,455 △513 

1 工 事 負 担 金 2,942 
道道乙部厚沢部線歩道拡幅に伴う公共
桝移設工事費負担金

2,381 

赤沼町地内下水道人孔桝嵩上げ工事費
負担金

561 

（単位：千円）

節

区　　　分
款　　項 目

本年度
予算額

前年度
予算額

比　　較 説　　　　　　　明



（資本的支出）

金　　額

1 資 本 的 支 出 65,990 69,968 △3,978 

1 建 設 改 良 費 22,658 25,811 △3,153 

1
管 路 施 設
整 備 費

11,372 11,885 △513 

17 委 託 料 2,134 道道乙部厚沢部線歩道拡幅に伴う公共桝移設工事

数量算定資料等作成業務 2,134 

20 工 事 請 負 費 9,238 

公共桝設置工事費

計 9,238 

2
そ の 他
建 設 改 良 費

11,286 13,926 △2,640 

17 委 託 料 11,286 

11,286 

2 企 業 債 43,332 44,157 △825 

償 還 金 1 建 設 改 良 等 43,112 44,157 △1,045 

企業債償還金
1
建 設 改 良 等
企業債償還金

43,112 農業集落排水事業元金償還金 43,112 

2 そ の 他 220 0 220 

企業債償還金
1
その他企業債
償 還 金

220 
公営企業会計運用支援事業
元金償還金

220 

比　　較 説　　　　　　　明款　　項 目
本年度
予算額

前年度
予算額

赤沼町地内下水道人孔桝嵩上げ工事費

緑町、館町農業集落排水施設事業計画策定業務

道道乙部厚沢部線歩道拡幅に伴う公共桝移設工事費

（単位：千円）

節

区　　　分
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